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概要：近年，地方自治体は住民の住みよい街づくりや行政の「見える化」を進めるため，自身の所有す

る情報をオープンデータとして公開し始めている．しかし，複数の地方自治体が公開するオープンデー

タは，同種のデータでありながら含まれる項目名は統一されていないことや，含まれる情報の量や内容

も不揃いであることがあり，データを実際に使用する際の障害となっている．また，自治体の持つ情報

は主に所在や連絡先，機器の型番など自治体が対象を管理するために必要なものに限定されており，実

際に それらのデータを商用サービスなど他の目的のために使用する際には，必要な情報を全て満たすこ
とが出来ない場合が多い．本研究では，自治体の公開しているオープンデータに着目し，複数の自治体

が公開するデータを効率良く利用するために必要なデータ活用支援手法の提案を行う．具体的には，デ

ータ項目名の不統一な点や，含まれる項目の不揃いな点は，IPAが公開する共通語彙基盤[1]を用いた項
目の統一，オントロジーを用いた必要なデータ項目の体系化を行うことでデータ内容を整理し検証でき

る仕組みを提案する．また，構築したオントロジーによって，公開しようとするデータに対して適切な

内容を含んでいるかが確認できるチェックシステムの試作を行う．もう一つの問題点である実用上不足

するデータ内容を補足する手段として，利用者の手によってオープンデータに関する追加情報を提供さ

せることで，データ全体の補強を行う情報収集支援システムの設計と試作を行う． 
	
 

 

1. はじめに    

	
 平成 25年 6月に，総務省より世界最先端 IT国家想像宣
言[2]が閣議決定された．この中でオープンデータを推進す
るために，ロードマップの策定，自由な二次利用可能を認

める利用ルールの見直しを行うとともに，機械判読に適し

た国際基準データ形式でデータの公開が宣言された．それ

に伴い福井県鯖江市を始め各地方自治体が，住みよい街づ

くりや行政の「見える化」や国民参加を進めるため，AED
やゴミ情報などの地方自治体が持っているデータの公開を

進めている． 
	
 総務省は機械判読に適したデータ形式[3]での公開を推
奨しているため，現在地方自治体によって公開されている

オープンデータの多くは，CSVなどの表形式のデータで公
開されている．また，総務省からデータを適切な形式に変

換し公開する為のツールを提供しているため，公開できる

データを作成する手段は用意されていると言える．しかし，

オープンデータは実際に他者が利用できることが必要であ

る． 
	
 地方自治体の持つ情報は，その自治体で管理している設

備や施策に関する情報であり，地域ごとに管理している同

じ種類の情報である．これらの情報は他社が活用すること

を考えた場合，できる限り同じ手法を用いてデータを取り

扱えることが望ましい．しかし，現状では公開されている

データの項目名は自治体ごとに様々な名前がつけられてお

り，利用時にはその判断を個別に行わなければならない． 
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また，公開するデータ項目は自治体ごとに定めており，使

用したい情報が全ての自治体の情報から得られるわけでは

ない．例えば，観光施設の電話番号や緯度，経度などは，

スマートフォンのアプリケーションなどでは良く利用され

る情報だが，一部の自治体のオープンデータにはそれらが

含まれていない場合があり，利用者側が用意する必要があ

る． 
	
 オープンデータの項目名の統一化やユーザビリティ，ア

クセシビリティに関するデータを体系化することの必要性

をまとめた研究はいくつか行われている．庄司[4]は，「オ
ープンデータの定義・目的・最新課題」の中で形式や語彙

が揃っていないため使い勝手が悪いと述べている．また，

「地方公共団体におけるオープンガバメントの推進に関す

る調査研究 [5]」ではデータ作成において指針となるもの
を明示しなければ職員による取り組みが失速してしまう可

能性があると述べており，山根らは「オープンデータの

RDF化のための類似項目関係の推定 [6]」において既存の
表形式のオープンデータは属性と値の組の単純な集合体で

あることを指摘し，オントロジーを活用し従属関係を明確

化した上で属性間の意味構造を推定する研究を行った． 
	
 オープンデータを今後より良く活用するためには，公開

するデータについて内容を整理し，同種のデータが複数存

在する場合は，できる限り均質な内容とデータ形式で公開

されるべきである．また，公開されたオープンデータとと

もに入手出来たほうが良い．足りない情報をうまく収集し

公開できる仕組みが求められる． 
	
 本研究では，自治体の公開しているオープンデータに着

目し，複数の自治体が公開するデータを効率よく利用する

ために必要なデータ活用支援手法の提案を行う．具体的に
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は，データ項目名の不統一な点や，含まれる項目の不揃い

な点は，IPAが公開する共通語彙基盤を用いた項目の統一
化，オントロジーを用いた必要なデータ項目の体系化を行

うことでデータ内容を整理し検証できる仕組みを提案する．

また，構築したオントロジーによって，公開しようとする

データに対して適切な内容を含んでいるかが確認できるチ

ェックシステムの試作を行う．もう一つの問題点である実

用上不足するデータ内容を補足する手段として，利用者の

手によってオープンデータに関する追加情報を提供させる

ことで，データ全体の補強を行う情報収集支援システムの

設計と試作を行う． 
 

2. オープンデータ分析  
2.1 オープンデータの現状  
	
 現在，福井井県鯖江市を始め各地方自治体がオープンデ

ータの公開を始めている．また，公開されるデータは様々

であり，統計や人口や政府が調査したデータや AED，ゴミ
情報，避難所の情報など，自治体が運用上必要な情報や自

治体が整備し管理が必要な公共設備の情報が中心である．

データ形式は CSVや XLSといった表形式のデータを公開
しているところが多く，それらのデータを RDF 形式に変
換したデータを公開している自治体も存在している．公開

されているデータに含まれる項目は自治体ごとで独自で定

められている．そのためデータに対する項目名も自治体ご

とにさだめているため複数の自治体で同種のデータが公開

されている場合，同じ内容を示す内容であってもその項目

名は統一されていない．また，データの項目はさだめられ

ていてもその内容が含まれていないものも存在し，用意さ

れている全ての項目について実際のデータが揃っているわ

けではない．表 1 は静岡県島田市が公開している AED に
関するデータである．データの項目は設置されている AED
に関するデータである．データの項目は設置されている

AED の画像を入手できる URL や，AED の危機に関する

図 1	
 AEDデータ頻出項目グラフ 

表 1	
 静岡県島田市の AEDデータ 
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情報を含むための項目があるが，実際に公開されているデ

ータには含まれていない．現状では，必要だと思われる項

目と実際に自治体が用意できる情報には開きがあることが

わかる．図 1，図 2 は，すでに公開されている AED およ
び観光情報について，公開しているデータの項目とその項

目を公開している自治体数を示したグラフである．施設名

や緯度，経度または住所は多くの自治体が公開しているこ

とがわかるが，その他の多くの情報は限られた自治体しか

公開しておらず，公開すべき項目が適切に選定されていな

いことも推定できる． 
 
2.2 考察  
	
 現状では情報を公開することが優先されるため，各自治

体が公開データに含む内容を十分吟味できないことが要因

として考えられる．また，実際に公開する内容を推定する

際に必要な条件が統一されていないため，それぞれの自治

体が手探りで内容を定めていることも問題である． 
	
 実際に公開されたデータは，企業や一般市民が入手して

利用することになるが，項目名の不一致や項目内容の不足

があった場合，それらを修正し補足するために大きなコス

トをかけることになる．利用に不便なデータは，例え膨大

なデータ量を持っていたとしても，整理にかかるコストが 
見合わなければ使われることはないだろう．今後オープン

データが積極的に利用されるようにするには，公開される 
データはできる限り項目名や項目の内容が整った均質なデ 
 

ータを最初から提示するべきであり，自治体で用意できな

い情報は，何らかの形で別途入手し元のオープンデータと

ともに簡便に入手できるよう集約できる仕組みが必要であ

る． 
	
 本稿では，これらの問題に対して二つの手法を提案する．

一つ目は，データ作成者が適切な項目を確認する手法であ

る．具体的には，既に公開されているデータの項目をオン

トロジーによって体系化し，オントロジーと今後公開しよ

うとするデータ内の項目と比較を行うことで，作成者が項

目の確認を行う．もう一つは，データ内で内容が用意でき

ない項目について，データを補足する手法である．具体的

には，補足してほしいデータに関係するゲームを一般市民

に行ってもらい，そのゲームの活動によって必要な情報を

提供してもらうことで，データの補足を行う． 
 

3. 公開データ確認システム  
	
 本章では，公開されるオープンデータの内容を均質化す

るため，既存のデータ項目を用いた確認システムを構築す

る．データを確認するために， 
(1) 既存のオープンデータからオントロジーを作成して

データ項目の体系化 
(2) データ項目について共通語彙基盤を用いて統一化 
を行う．また，それらの情報を自動的に処理するデータ確

認システムの試作を行う． 
 

図 2	
 観光情報の頻出項目グラフ 
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図 3	
 AEDデータのオントロジー 

 
3.1 項目の体系化と統一化の手順  
	
 まず，公開予定のオープンデータに必要なデータ項目を

選定するために，既存のオープンデータの調査を行い，公

開されているデータ項目数を集計する．多数の自治体が公

開しているデータ項目を選定し，オントロジーの概念とし

て用いる．今回我々は AED 情報の必要項目の選定及びオ
ントロジーによる体系化を行う．選定した項目を以下に示

す．また製作したオントロジーは図 3に示す． 
・	
 名称 
・	
 利用可能時間 
・	
 説明 
・	
 緯度 
・	
 経度 
・	
 電話番号 
・	
 設置位置 
 
図 1を元に公開している自治体が半数を超えた項目は必要
性が高い内容であると判断し，オントロジーに用いた．も

のから選定を行った．また，二番目に多い住所の項目は，

今回アプリ製作をする際座標データの方が重要であると考

え採用しなかった．また，施設名の項目が多いことから，

地方自治体の管理する施設は開館閉館時間が有り，利用で

きない場合があるため，説明や，利用可能時間の項目も必

要であると判断した． 
 

 
図 4	
 システムの処理課程 

	
 次に，データ項目を統一化するため，共通語彙基盤を用

いる．データ項目は各地方自治体によって様々であるため，

予想される語彙を登録したデータベースを作成し，データ

項目の差し替えを行う． 
 
3.2 確認システムの概要  
	
 本システムは，地方自治体で公開する予定のデータをア

ップロードし，項目の有無の確認を行い，共通語彙基盤で

項目を統一化した後公開する為のシステムである．手順を

次の図 4に示す． 
①公開したいデータをアップロードしどの種類のデータを

公開するかを選択する． 
②内部で所持している，必要項目と関連類似項目を元にア

ップロードされたデータの項目名をチェックする． 
③チェックして見つかった項目に関しては，共通語彙基盤

の項目名に変換し，本システムに保存する． 
④チェック及び変換の結果についてオントロジーを用いそ

の関係性をユーザに表示し正しい内容と判断できたらデー

タを公開する． 
	
 本システムを用いることでどの項目が必要なのか，また

どのデータが足りないのかを表示し，また項目名を統一化

することで機械判読に適したデータ形式で変換した際に，

オープンデータの自治体間でのデータ相互運用に繋がると

考えられる． 
 

3.3 データ解析の結果及び考察  
	
 地方自治体が公開しているAEDデータのCSVファイル
を新規に公開しようとするデータを想定して，本システム

にアップロードした結果を図 5に示す． 
	
 今回我々は必要項目として 7項目を提案した．データを
検証すると，殆どの自治体が 4項目以上のデータを公開し 
 
 

 
図 5 	
 CSVデータの必要項目チェック結果 
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図 6	
 自治体の公開項目数合計 

 
ており，また図 6より殆どの自治体が名称，緯度，経度の
項目を記載しているため，データを公開する際の指標とな

るのではないかと考える． 
 

4. 利活用結果及び考察  
	
 本章では，自治体では準備が難しいデータについて，一

般市民などの利用者に対し自発的にデータ収集，提供に協

力を促すデータ補足システムについて述べる．利用者に自

発的な行動を促すため，ゲーミフィケーションを用いる． 
 
4.1 データ補足システム  
	
 我々は本システムを利用し AED を捜索するための

「AEDMap-Hands-」というスマートフォンアプリを製作
する．本アプリは，オープンデータの AED 情報を元に検
索し，近くの AED を検索する．見つかった地点にどれく
らいの時間で到着するのかを競わせるゲームである．現状

の AED は整備が進んでいるが，必ずしも適切に利用され
ているとは言い難い．原因としては，AEDに対する認知度
の低さが考えられるため，利用者に対して認知度向上の重

要性を解くことで，アプリの利用を促す．ゲームを行った

ユーザは探しだした AEDの写真を撮り，ゲームのゴール 
として写真をアプリから投稿する．この画像データは公開

されているAED情報の補足データとして公開することで，
オープンデータの内容が充実することになる． 
	
 システムの概要を図 7 に示す．自治体で公開した AED
の情報は，本アプリの AED 情報として利用し，ゲームを
行って得られた写真はデータベースに集約され，オープン

データの一部として利用可能になる． 
 
4.2 AEDMap-Hands-の動作概要  
	
 データは地方自治体が公開しているデータを用い最小限

のデータ項目であると考えた名称，緯度，経度のデータを

用い実際にアプリで活用できるかを検証した． 
	
 図 8より，ダウンロードした AEDのデータで近くの 

 

 
図 7	
 AEDMap-Hans-利用時のシステム図 

 

 
図 8	
 ゲーム実行中画面 

 

 
図 9	
 AED到着時の写真撮影時の画面 

 
AEDを検索しゲームを開始した．図 9より，ゴール時に 
AEDの画像とユーザ名を本システムに保存し，ゲームを終
了する． 
 

5. まとめ  
	
 本研究では，地方自治体の持つオープンデータに着目し，

データの活用を活性化するための手法について検討を行い，

公開されるデータを均質な内容とするための確認手法と，

利用する際に不足する情報を利用者に補填させる手法の提

案を行い，それぞれ試作システムを構築した．本システム

を利用することで，オープンデータ内の項目名や項目の内
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容が揃ったデータを入手することが可能となる．また，利

用者からの情報を元にオープンデータの内容が補強される

ことで，更に便利なデータとして活用される可能性を示す

ことが出来た．オープンデータの利用活性化の一助となる

ことが期待できる． 
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